




























A Case Study of the WorldCom Audit Failure: its Implications to 
Auditor Independence and Audit Effectiveness of the Audit Risk Approach
Eriko KAMEOKA
Abstract
　Once an accounting fraud is exposed, auditors might be held liable for the audit failure. Based on 
whether such liability is due to the auditors’ intentional act or negligence, prior audit research seems to 
classify audit failures into two types: those recognized as a matter of auditor independence and those rec-
ognized as a matter of due professional care.
　This paper is a case study of the WorldCom audit failure, notorious as one of the greatest accounting scan-
dals in United States history. The purpose of this paper is to show which type of audit failure the case belongs 
to by reviewing various materials and to get an insight into how such a massive audit failure occurred.
　From this research, it was found that the WorldCom case presents the possibility of a third type of audit 
failure. Though such cases are not caused intentionally, it is necessary to examine them in terms of audi-
tor independence as well as due professional care. In the WorldCom case, the auditor independence was 
threatened by many factors, leading to mistakes in audit procedures and resulting in the failure to detect 
the accounting fraud. In addition, it was found that audit risk approach has its own dangers in that it 
allows for the omission of substantive tests depending on the result of risk assessment. Originally, the 
approach was developed to improve audit effectiveness, but in practice it might increase only audit effi-
ciency and decrease its effectiveness.


























































（Sandberg et al. 2002）。これは過去最大の修正再表示額となりうるほど巨額なものであったが，
WorldCom はさらに同年８月８日，1999年から2002年までの約33億ドル分の利益の水増しが検
出されたことを公表し，2000年から2002年第１四半期までの財務諸表について総額72億ドル⑶の
利益の修正再表示を行う意向であることを発表した（Sandberg and Pulliam 2002）。
　粉飾決算発覚によって市場の信頼を喪失し，資金繰りに行き詰まった WorldCom は，2002年
７月21日，海外の関係会社を除く，約180のアメリカ子会社とともにニューヨーク連邦破産裁判
所に連邦破産法チャプター11の適用を申請した（Young et al. 2002）。総資産1038億ドルを有す
る WorldCom の経営破綻は，前年末に破綻した総資産634億ドルの Enron の記録をはるかに上
回り，当時にしてアメリカ史上最大の経営破綻となった（Young and Mollenkamp 2002）⑷。


















体に多大な影響を及ぼした。アメリカでは，Enron を上回る WorldCom 事件の発覚によって，
すでに着手されてはいたものの停滞気味となっていたコーポレート・ガバナンス改革の動きが再













Andersen およびその監査担当者に対する責任追及は，集団代表訴訟または SEC 処分によるも
のだけで，限定的かつ比較的軽微であったようである。その理由は明らかでないが，おそらくこ
















ナーの GAAS（Generally Accepted Auditing Standards：一般に認められた監査基準）違反を
指摘している（SEC 2008a；SEC 2008b）。




３．WorldCom の財務諸表についての Andersen の意見を支える合理的な基礎を提供する，十分













　以上より，制度上の事実に基づくと，WorldCom 監査の失敗にかかる Andersen および監査担
当者の責任は和解決着のために若干の不明瞭さが残るものの，契約担当パートナーに対する


















◆ 新聞記事（Wall Street Journal）：
取材元を WorldCom や Andersen の関係者としている一部のものに限る。
◆ Dick（2002）：
Andersen の元契約担当パートナー Melvin Dick による，2002年７月８日に開催された下院
金融サービス委員会公聴会での証言記録。なお，当該元契約担当パートナーはその後，SEC
処分を受けている（SEC 2008a）。
◆ Beresford et al.（2003）（以下，『調査報告書』）：
連邦破産法チャプター11の適用申請後，WorldCom 取締役会が「会社の財務諸表を修正再
表示する必要性をもたらした会計実務」，およびその他検討されるべき問題を調査するため




た事実解明がなされている（Beresford et al. 2003, 2-4, 37-43）。
◆ Thornburgh 1st（2002）；Thornburgh 2nd（2003）；Thornburgh 3rd（2004）（以下，３つ
の総称として『破産裁判所報告書』）：
2002年８月６日に破産裁判所が調査委員（Examiner）として指名した，元アメリカ合衆国










2002, 1-5；Thornburgh 2nd 2003, 3-4；Thornburgh 3rd 2004, 7）。
　まず，新聞記事によると，識者および会計専門家から，極めて単純な会計操作手法とされる回
線使用料の資産計上を検出できなかった Andersen 監査の杜撰さを疑問視する声が上がっている
ものの（Drucker and Sender 2002；Solomon and Berman 2002），監査を遂行した Andersen は，
◆ 「CFO が，回線使用料にかかる重要な情報を Andersen から隠したことは重大である」，
「WorldCom に対する監査業務は，会計基準［ママ］に準拠して行われた」（Sandberg et 
al. 2002）
◆ 「CFO から回線使用料の振替について説明を受けたことも助言を求められたこともなく，









◆ 「WorldCom の独立外部監査人である Andersen が，回線使用料の資産計上を了承した，
または WorldCom が収益を不適切に計上していると決定づけた」ことを示す証拠を得て
いない（Beresford et al. 2003, 25）
◆ 「不正会計を仕組み実行した旧役員および従業員が，自らの行為を隠ぺいすることによっ
て，不正の発覚を免れようとしたことを配慮すると，Andersen は，数々の場合において







◆ 「1999年度から2001年度までの WorldCom 財務諸表監査において，専門的職業基準に準拠















委員会に伝達しなかった。」（Zekany et al. 2004, 116）
◆ 「Andersen は，WorldCom 経営陣から高額なコンサルティング業務を引き受ける見返り
に，虚偽または誤導する監査（false and misleading audits）を提供していた可能性があ
る。」（Sidak 2003, 248）
◆ 「Andersen は，WorldCom を事務所の『看板商品（flagship）』，『誰もが欲しがる（highly 
coveted）』顧客，すなわち事務所の『冠企業（Crown jewel）』であると考えていた。
Andersen は，WorldCom との関係を長期的なものと考え，献身的な WorldCom チームの
一員と見なされることを望んでいた。Andersen が WorldCom に献身的であったことを示
す１つの指標として，Andersen は，WorldCom に対して値引きした監査報酬を請求し，
この監査報酬の値引きはWorldComとの関係への継続投資であると正当化した。」（Kaplan 
and Kiron 2007, 8）
◆ Andersen は，WorldCom から種々の監査妨害を受けていたにもかかわらず，「情報要求
に応じる従順さについて，WorldCom を『それなり（fair）』と評価付けし，情報の利用
または従業員との接触において制約があることについて一度も監査委員会に知らせなかっ




存在する（Sellar et al. 2009, 21）。
◆ 「Andersen は20年にわたって WorldCom と緊密な関係を築いていた。これは，経営者に
対峙しようとする姿勢（willingness to confront management）に影響を与えたかもしれ
ない。」（Sellar et al. 2009, 21）
◆ 「Andersen にとって，WorldCom の監査というのはその地域で最大の監査であり，
Andersen は WorldCom を顧客として繋ぎとめたかったのである。Andersen が World-
Com を顧客として繋ぎとめたかったのは，Andersen が WorldCom から受けるコンサル
ティング報酬があったためである。」（Ashraf 2011, 17）
　このように，二次的資料のなかには，AndersenにとってWorldComが重要顧客であったこと，





























主に『調査報告書』を整理すると，以下のとおりである（Beresford et al. 2003, 225-226）。
　第１に，Andersen と WorldCom との緊密で長期的な契約関係は，監査人と顧客との間の高い
親密性を生み，被監査会社の規模や名声は，監査契約の更新を切望するインセンティブを生んで
いた可能性がある。Andersen は，少なくとも1990年から2002年４月まで WorldCom の独立監査
人として監査業務を提供し，WorldCom と20年以上にわたる職業上の取引関係を築いていた。
また初期においては，WorldCom の監査に従事していた Andersen の監査人が，後に WorldCom
のCFOとして雇用されたこともあったという（Thornburgh 2nd 2003, 198）。Andersenにとって，
WorldCom は「かなり熱い顧客」，「事務所の顔」，「冠企業」と形容するほど重要な顧客であった。
Andersen は，WorldCom 監査委員会に対して，「WorldCom の経営に関する事業上の問題やリ




Andersen の上位20位に入る監査契約の１つであり，Mississippi 州の Jackson 事務所の最大の顧










ようと監査を緩めた可能性に言及している（Thornburgh 3rd 2004, 345-347）。なお，Andersen































　具体的に，Andersen が WorldCom から受けた監査妨害には，以下のようなものがある
（Beresford et al. 2003）。
◆ WorldCom 従業員は，Andersen からの質問に対して率直に答えるのではなく，質問を受
け流すような態度をとった（28）。
◆ WorldComは，ある特定の従業員と話をしたいというAndersenの要求を拒否した（247）。
◆ WorldCom は，より詳細な情報を求める Andersen の要求を拒否した（247）。
◆ WorldCom は，WorldCom 従業員のレベルでなかなか厄介だと感じた情報，それを裏付
ける書類，または資料を求める Andersen の要求を一蹴した（247）。
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◆ WorldCom は，コンピューター化された総勘定元帳（General Ledger）を見せてほしいと
いう Andersen の要求を繰り返し拒んだ（247）。
◆ WorldCom 上級経営陣は，Andersen が会計上の問題を認識するのを阻止するために，
Andersen に提供する前に重要な書類を改ざんし，Andersen 対策用の書類を作成してい
た（28, 251）。
　Andersen は WorldCom から十分な協力が得られていないことを一部の場合に認識していたに
もかかわらず，その問題点を WorldCom の監査委員会に提起することなく，監査妨害行為を受




その説明が信頼できるかを裏付けることなく鵜呑みにした（Thornburgh 3rd 2004, 317-319）。
　実際のところ，Andersen の監査契約マネージャーは，一頃，スタッフに対して，WorldCom
からの制約に順応するようにと具体的に指示していたという。なぜなら，WorldCom は注目度
の高い顧客（high profile client）であり，WorldCom が大手通信会社 Sprint との合併を熟考し
始めた1999年当時，経営者からの支持は何としても重要であり，Sprint の外部監査人も，World-
Com との監査契約を得ようと競っている可能性があったからであった（Thornburgh 2nd 2003, 
208；Thornburgh 3rd 2004, 347）。WorldCom が次々と企業買収および合併を進めることによっ
て連結範囲に含まれる会社が増大するにつれて，Andersen はそれまで外部監査人を務めていな






いることを示す兆候かもしれない，と警告している（Beresford et al. 2003, 247；Thornburgh 
3rd 2004, 300）。一連の監査妨害は，WorldCom 監査における問題のうち WorldCom 側に帰属す
るものである。しかし，監査人が適切な監査を実施するためにこのような監査上の障害を克服し，
監査の過程で直面した問題を監査委員会に伝えることは，Andersen の責任である，と『調査報
告書』は指摘する（Beresford et al. 2003, 28）。また，『破産裁判所報告書』は，会社側に騙され
たというのは Andersen に対する批判をかなり減らすものの，その欺きは，監査人が監査を遂行
するにあたって，職業的懐疑心を行使することによって向き合うべき程度の欺きであり，
Andersen は WorldCom 従業員に意図的に（purposefully）騙されたのである，と非難している









point）に立つこと」（Arens et al. 2003, 83）であり，「監査判断の独立性」を本質としている（鳥
羽 2009, 180）。監査上の独立性概念は，監査判断の独立性を誰が捉えるかの違いによって，精神








































いことを示唆している。『破産裁判所報告書』は，Andersen が WorldCom の財務諸表上の不適
切な操作に与していた，またはそれを実際に知っていたことを示す証拠を得ておらず，また
Andersen は数多くの重要な点で確かに WorldCom の従業員に騙されていた，と述べている



















収益の過大計上 205 328 358 67 958 10.4％
費用の過小計上
　回線使用料 598 2,870 3,063 798 7,329 79.2％
　SG&A（販売管理費） 46 283 181 25 535 5.8％
　その他 89 393 （4） （50） 428 4.6％
操作額合計 938 3,874 3,598 840 9,250 100％










　「我が社の目標は，市場シェアを獲得することでも世界展開でもない。Wall Street で No. 1株
になることこそ，我が社が目指す目標である。」これは，CEO が1997年に行われたあるインタ
ビューで答えた言葉である（Charan et al. 2002）。この言葉が端的に表すように，WorldCom は
強く株価を指向した会社であった。WorldCom の成長戦略は，右肩上がりの株価を利用した，






཰┈ 35,908 39,090 35,179
Ⴀᴗ㈝⏝㸸
ᅇ⥺౑⏝ᩱ 14,739 15,462 14,739
㈍኎㈝࠾ࡼࡧ୍⯡⟶⌮㈝ 8,935 10,597 11,046
ῶ౯ൾ༷㈝ 4,354 4,878 5,880
ࡑࡢ௚㈝⏝ (8) -- --
ྜィ 28,020 30,937 31,665
Ⴀᴗ฼┈ 7,888 8,153 3,514
Ⴀᴗእ฼┈㸦㈝⏝㸧㸸
 ฼ᜥ㈝⏝ (966) (970) (1,533)
 㞧཰ධ 242 385 412
⛯㔠㸪ᑡᩘᰴ୺฼┈㸪఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠᥍㝖๓฼┈ 7,164 7,568 2,393
ᡤᚓ⛯ᘬᙜ㔠 2,965 3,025 927
ᑡᩘᰴ୺฼┈㸪఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠᥍㝖๓฼┈ 4,199 4,543 1,466
ᑡᩘᰴ୺฼┈ (186) (305) 35
఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠᥍㝖๓฼┈ 4,013 4,238 1,501
఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠㸦2000ᖺࡣ 50ࢻࣝࡢ⛯㔠᥍㝖ᚋ㸧 -- (85) --
⣧฼┈ 4,013 4,153 1,501
ᙉไൾ㑏ඃඛ᭷౯ドๆ࠾ࡼࡧࡑࡢ௚ඃඛ㓄ᙜ᮲௳࡟ᇶ࡙ࡃ㓄ศ 72 65 117
ᬑ㏻ᰴᘧ࡟ᖐᒓࡍࡿ⣧฼┈ 3,941 4,088 1,384
఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠᥍㝖๓ࡢWorldCom group࡟ᖐᒓࡍࡿᙜᮇ⣧฼
┈ 2,294 2,608 1,407
఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠 -- (75) --
WorldCom group࡟ᖐᒓࡍࡿᙜᮇ⣧฼┈ 2,294 2,533 1,407
఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠᥍㝖๓ࡢMCI group࡟ᖐᒓࡍࡿᙜᮇ⣧฼┈㸦ᦆ
ኻ㸧 1,647 1,565 (23)
఍ィᇶ‽ኚ᭦࡟ࡼࡿ⣼✚ⓗᙳ㡪㢠 -- (10) --
MCI group࡟ᖐᒓࡍࡿᙜᮇ⣧฼┈㸦ᦆኻ㸧 1,647 1,555 (23)
出所：WorldCom, Inc. 2001. Annual Report (Form 10-K405).
付記：原文を邦訳した。また，回線使用料および営業費用合計を強調表示している。
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　回線使用料は，WorldCom の株価を左右する，回線使用料対収益比率（line cost E/R ratio: 


















Reductions to Line Costs by













2Q99 3Q99 4Q99 1Q00 2Q00
Reported Line Costs Line Cost Reductions
3Q00 4Q00 1Q01 2Q01 3Q01 4Q01 1Q02
図表４　損益計算書に計上されていた回線使用料と削減されていた回線使用料の金額推移
出所：Beresford et al. 2003, 60. に加筆した。
付記：単位は百万ドル。
図表５　回線使用料の削減スキーム













フランスの顧客 Y に電話を発信したとすると，顧客 X の音声通話は，発信地アメリカの A 地点
から受信地フランスの C 地点までの回線を通って顧客 Y に伝送される（図表６）。WorldCom が
A から C の全区間で自社回線を敷設していた場合には自社回線を使用するのみでよいが，A か

















































した際に経営成績を改善する目的で取崩す会計実務が行われていた（Beresford et al. 2003, 
64）。アメリカ国内業務にかかる回線使用料の見積と回線使用料引当金にかかる業務を担当した





守的な手法と考えられていた（Beresford et al. 2003, 80-81）。
　実は，このような会計実務は，WorldCom 特有のものではなく，WorldCom と合併するまで
全米２位の大手通信会社であった MCI Communications Corporation でも行われていた会計実務










な目標金額を提示して，国内 Telco 会計部門に対して超過引当金を取崩すよう求めた（Beresford 
et al. 2003, 82-85）。上級経営者からの指示には取崩を裏付ける基礎が全くなく，取崩の時期，金
額，手続といった様々な点でかなり強引であったようである。取崩の仕訳は，通常の業務過程で
はなく，問題の四半期末後の数週間のうちに行われ（Beresford et al. 2003, 10），その金額は，
前四半期に公表したのと同水準の国内回線使用料を維持するために必要な金額と一致していた。
また，取崩の指示が受け入れられなかった場合には，担当部門に代わって決算部門が直接仕訳を








any apparent analysis；without proper basis），超過引当金を取崩したこと。





































たのではない，納税引当金（tax accrual）や貸倒引当金（bad debt allowance account）など，様々
な Accruals（見越項目）を取崩すことによって回線使用料を削減した（以下の仕訳）。これは，
ある特定の費用について設定された引当金は別の費用を相殺するために使用することはできない
という会計原則に明らかに違反するものであった（Beresford et al. 2003, 64, 87）。
◎本来あるべき会計処理
（Dr.） 納税引当金 100 （Cr.） 納税引当金戻入益 100
 貸倒引当金 100  貸倒引当金戻入益 100
×不適切な会計処理








するような（Beresford et al. 2003, 95-96），約42％の目標比率を達成することができた。
　2000年第４四半期に再請求受付期間を90日に変更して捻出した超過引当金を取崩すと，国内
Telco 会計部門にはもはや取崩すことができる超過引当金がなくなってしまった（Beresford et 
al. 2003, 89）。回線使用料引当金は，すでに国内 Telco 会計部門の責任者が必要と考えていた水
準以下にまで減少していた（Beresford et al. 2003, 90）。さらなる回線使用料引当金の取崩を求
める上級経営者に対して，これ以上の取崩を行えば回線使用料引当金が未計上になると懸念した
国内 Telco 会計部門からの反発が強まるなか，外部監査人 Andersen の注意を引くことを恐れた
上級経営者は，Accruals の取崩に代わって，回線使用料の資産計上という新たな手法に転じる
こととなった（Beresford et al. 2003, 89-90）。
　回線使用料の資産計上を行うという意思決定は，2001年第１四半期末後，WorldCom が利益
速報を行うわずか数日前に，目標とする回線使用料対収益比率を満たせない状況に追い詰められ





かった（Beresford et al. 2003, 94）。CFO は，リース契約などで生じる過剰設備は，将来，需要
が現在の水準以上になった時点で，WorldCom が速やかに市場参入する機会を与えるものであ
るため，過剰設備にかかる費用は，回線使用料として営業費用に計上するのではなく資本的支出
として処理できる，との独断を下した（Kaplan and Kiron 2007, 5）24。そして，未使用設備にか
かる回線使用料を「前払設備の」回線使用料（“prepaid capacity” line costs）と見なし，通信設備，
通話設備，備品，器具および備品ほか，未使用のネットワーク設備とは明確な結びつきを持たな
い様々な固定資産勘定に振替えた（Beresford et al. 2003, 100-101）。
　CFO は，収益を生み出すために設備を使用するまではその設備にかかる費用を認識すべきで
ない，と自己の意思決定を正当化する主張をしたが（Beresford et al. 2003, 100），WorldCom が
資産計上した回線使用料は，毎期継続して発生する営業費用（ongoing, operating expenses）で
あり，会計諸規則（accounting rules）に従えば，即座に認識しなければならないものであった






standards）と資産計上に関する社内方針（WorldCom’s own capitalization policy）に違反する，
明らかに不適切な手法であった（Beresford et al. 2003, 90）。
◎本来あるべき会計処理
（Dr.） 回線使用料 100 （Cr.） 現金 100
×不適切な会計処理
（Dr.） 固定資産 100 （Cr.） 回線使用料 100
 減価償却費 20  固定資産 20
　特別調査委員会の会計顧問（PricewaterhouseCoopers）やWorldComの新旧監査人（Andersen
および KPMG）は全て，回線使用料の資産計上が完全に誤っているとの結論に同意した（Beres-





の第２手法である回線使用料の資産計上を指してのものである（たとえば，Drucker and Sender 































◆ 監査リスク・アプローチは，すでに1983年の SAS No. 47で導入され時を経ているため，
実務に十分に浸透していたと思われる。
◆ Andersen が，WorldCom 監査においてどの程度，ビジネス・リスク・アプローチを適用
していたかは明らかでない。なぜなら，ビジネス・リスク・アプローチは1990年代後半か
らアメリカの大手会計事務所を中心に実施されてきたとされるが（小澤 2008, 247），
American Institute of Certified Public Accountants（AICPA）の2000年の Panel on Audit 
Effectiveness（以下，Panel）の勧告が導入の契機となった，ともされるからである（千
代田 2011, 37）。
◆ 内部統制監査制度は，2002年の SOX 法で導入されたため，当時は存在しない。
　２つ目のビジネス・リスク・アプローチの利用の程度に関しては，実際に監査調書を調査しな
い限り，厳密にはわからないが，『破産裁判所報告書』によると，Andersen は，ビジネス監査
プロセスまたはビジネス・リスク・モデル（Business Audit Process/Business Risk Model）と








れたことが反映されていないことが明らかとなっている（SEC 2008a, III para. 14；SEC 2008b, 
III para. 17）。
　以上の点を踏まえたうえで，図表７は，監査リスク・アプローチに基づく監査プロセス一般の











































































不正のリスクを「注意を要する」と評価していた（Thornburgh 3rd 2004, 256-257, 310）。さらに，
Andersen は，不正の可能性だけでなく，実際に利用されていた決算調整や費用の資産計上など，
経営陣が利益を水増しするために行う可能性のある，特定の手法まで特定していた（Thornburgh 


















出所：Thornburgh 1st 2002, 51.
付記：原文を邦訳した。
　Andersen は，このようなリスク評価を行っていたにもかかわらず，識別したリスクに見合う
十分な監査手続を策定および実施しなかった（Thornburgh 3rd 2004, 263）。問題の会計領域で
Andersen が実施した監査手続は，識別したリスクに鑑みれば行うべき実証手続を組み込んだも
のではなかった（Thornburgh 3rd 2004, 313-314）。また，Andersen は，特定の監査事項について
WorldCom 上級経営陣に対して積極的に質問を行ったが，口頭で妥当な説明を受けると，経営陣






会計事務所も利用する，内部統制に依拠する監査手法の欠陥を指摘している（Beresford et al. 





















に保管されている状態であった（Beresford et al. 2003, 26, 241）。統制手続を信頼できない状況
が存在し，また後任監査人の KPMG LLP は数多くの内部統制上の不備を容易に特定できたにも
かかわらず，Andersen は，それらの不備を説明のつかないほど割り引いて捉え，内部統制には
重大な欠陥または不備がないと結論し，統制手続の信頼性を正当化するための十分な手続を実施































付けを取ることや踏み込んだ監査手続の実施を怠った（Beresford et al. 2003, 234-236）。『破産裁
判所報告書』は，「健全な懐疑心」とは根拠のない説明を受け入れようとする傾向ではなく，『証
拠にこだわる（show-me）』姿勢である，との AICPA の監査基準部門（Auditing Standards 
Division）の警告を引き合いに出し，経営者の陳述を裏付ける認識を高めなかったという点で，



































































の関係について述べている（たとえば，森 1992；山浦 2008；長吉 2012）。同様に，監査人の故意責任につい
て言及する文献もあるが，精神的独立性との関係で故意責任に言及した文献はごく一部である（近澤 1961；













順調な経営再建が進むかと思われたが，最終的に2005年２月14日，Verizon Communications Inc. が67億ドル




⑹　2002年５月，WorldCom は，2001年末に発覚した Enron の不正会計に加担し司法妨害の罪に問われた
Andersenに代わり，KPMG LLPを新たな監査人として選任した。WorldCom, Inc. (2002). Current Report (Form 











⑾　『Google Scholar』にて，キーワード「WorldCom Arthur Andersen audit “Report of investigation by the 
special investigative committee of the board of directors of WorldCom, Inc.” OR “Report of Dick Thorn-
burgh, Bankruptcy Court Examiner”」で横断検索した（検索日：2012年11月13日）。検索の結果，WorldCom
事件を一次的資料に基づき記述展開している文献約39件を得たが，その多くはコーポレート・ガバナンスに関
する文献であり，監査上の分析を行っているといえる論文はほんのわずかであった。この他にも，『Google 











を市場に約束していた。WorldCom, Inc. (1999). Annual Report (Form 10-K)；WorldCom, Inc. (2000-2001). 




項目）の取崩，および回線使用料の資産計上の２手法以外の多岐にわたる方法で行われた（Beresford et al. 
2003, 57, 90）
⒃　ここでの記述は，以下の文献をもとに作成した。Beresford et al. 2003, 61-90.
















された（Beresford et al. 2003, 85-86；Thornburgh 3rd 2004, 326-329）。
⒇　国内 Telco 会計部門の会計実務を擁護する考え方があるとすれば，保守主義の原則である。利益調整が特に
短期的な状況で生じるものである一方，保守主義は通常，長期的な影響を持つため，利益調整より重要なもの
として考えられている（Wolk et al. 2008, 126-127）。
21　合併前の MCI Communications Corporation の監査人は，Price Waterhouse であった。なお，WorldCom と
合併する直前の監査報告書には，適正意見が付されていた。MCI Communications Corp. (1997). Annual Report 
(Form 10-K).
22　ここでの記述は，以下の文献をもとに作成した。Beresford et al. 2003, 87-117.
23　少なくとも2001年４月17日時点の回線使用料対収益比率は約50％であったが，そのわずか９日後の４月26
日，WorldCom は，利益を発表し，回線使用料対収益比率が42％であると報告した。これは，回線使用料を
５億4420万ドル資産計上することによって大部分達成されたものであった（Beresford et al. 2003, 97）。
24　回線使用料を資産計上する手法は，CFO が考案したものではなく，すでに1999年初頭に WorldCom のある
従業員から提案されていた。しかしその時点では，コントローラーと決算部長がともに，未使用のネットワー
ク設備を資産計上することは GAAP に準拠しないとの判断から，その提案を却下した。このため，2001年第
１四半期より前に，WorldCom で回線使用料が資産計上されたことはなかった（Beresford et al. 2003, 97-99）。
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